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【別紙１】 

 

令和７年度 富士見台地域重点エリア土地利用検討業務委託 仕様書（案） 

 

１ 委託件名 

令和７年度 富士見台地域重点エリア土地利用検討業務委託 

 

２ 経緯 

国立市富士見台地域は、主に昭和 30 年代後半、当時の日本住宅公団（現在の独立行政法人

都市再生機構（以下、「ＵＲ」という。））が、国立富士見台団地の建設と共に進めた土地区画

整理事業により基盤整備が行われ市街地が形成されてきたが、当時建設された公共施設、国

立富士見台団地の建物においては、経年変化が進んでいると共に、団地居住者の少子高齢化

が進み空き室も目立っている。このような状況の中、平成 29 年度に策定した『国立市富士見

台地域まちづくりビジョン』(以下、「ビジョン」という。)に記載のとおり、団地環境整備や

公共施設の再編と共に取り組むまちづくりを地域住民、ＵＲ等の関係者と協力・連携しなが

らどのように進めていくか、その戦略づくりが喫緊の課題となっている。 

 市は、以上のような富士見台地域の課題を踏まえ、令和 4 年度に今後の具体的なまちづく

りの整備方針を示す『国立市富士見台地域重点まちづくり構想』(以下、「構想」という。)を

策定した。構想には、富士見台地域において重点的・優先的に取組む 10 の重点プロジェクト

が示されており、構想の検討・作成を行ってきた富士見台ミーティング（市民参加ワークシ

ョップ）を今後も継続しながら、コミュニティインフラの創造・展開を目指して、市民と市

の協働により重点プロジェクトの推進を図ることとしている。 

 なお、令和 6 年度ＵＲによる国立富士見台団地の再生（建替え）の検討に向けた説明会が

実施され、団地再生の調査・検討が進められている。 

 

３ 目的 

本業務は、構想に記載の「重点プロジェクト９」に基づき、重点エリア（市役所を中心とし

た公共施設が集積するエリア）の一体的な土地利用の方向性（グランドデザイン構築）を示

すにあたって、団地再生を考慮しつつ、重点エリアに集積する公共施設を中心とした再編の

事業手法やスケジュールなど多角的な検証を通じて、次世代の市街地整備のあり方（土地利

用パターンの可能性）を検討し、前提条件として整理することを目的とする。  

 

４ 履行期間 

 契約締結日の翌日から令和８年３月２７日まで 

 

５ 業務の概要  

（１）対象地域 

 構想に記載されている重点エリア（市役所を中心とした公共施設が集積するエリア）を対
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象とする。 

 

（２）業務内容 

重点エリアの土地利用検討における前提条件の整理 

ア 重点エリアを含む富士見台地域の現状及び課題の整理 

・国立市における富士見台地域・重点エリアの位置づけ、土地及び建物利用の現状、関

連計画の整理 

・重点エリア内の公共施設の現状（建物概要、面積、構造、築年、居住実態、利用形態

等）の整理 

・重点エリアを含む富士見台地域における住民等のこれまでの意見概要の整理 

・課題の整理 

イ 公共施設の再編に関する検討 

・再編する公共施設の整理、各施設の再編にあたっての与条件の整理 

・再編にあたっての事業計画検討上の課題の整理 

・再編する公共施設のボリュームスタディ 

ウ ＵＲ国立富士見台団地再生に関する検討 

・ＵＲにおける国立富士見台団地の位置づけ及び再生方針、再生の与条件等の把握 

・重点エリアにおける公共施設再編を踏まえた団地再生のあり方の検討 

エ 実現手法の検討 

・団地再生・公共施設再編を考慮した土地利用パターンの方針検討  

・各パターンの課題の整理（実現性、手順、事業採算性及びコスト平準化を含めたスケ

ジュール等）  

オ ＵＲとの協議・調整・書類作成 

・ＵＲとの協議への参加（資料・記録作成等）  

・団地居住者との意見交換の場への参加 

カ 庁内関係課及び東京都の打合せ・調整・書類作成 

・関係部局(資産活用担当、環境政策課、都市計画課、道路交通課等)へのヒアリング及

び打合せ（資料・記録作成等）・都市計画及び事業手法に関する東京都との打合せ（資

料・記録作成等）・庁内検討会等の庁内合意に向けた支援（資料作成） 

キ アドバイザーとの打合せ・調整・書類作成 

・重点エリアの土地利用及び事業全体に関する助言及び打合せ（資料・記録作成等） 

なお、令和７年度の検討成果を前提条件とし、令和８年度より、重点エリアの土地利用に

ついて市民参加による検討を行い重点エリアの土地利用方針の策定を予定。 

 

６ 成果品 

（１）報告書 １部 
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（２）報告内容を簡略化した概要版  １部 

（３）上記の電子データ 一式 

※電子データは、編集が可能である Microsoft Office Word または Excel 形式とする。 

 

７ 成果品の帰属 

 受注者が本業務で作成、提出する成果物に生じる一切の権利は、発注者である国立市に属

するものとする。 

 

８ 資料の貸与 

 発注者は、本業務に必要な資料等を受注者に貸与する。受注者は、発注者から貸与のあっ

た資料等について、その重要性を認識し、破損、紛失等の事故のないように取り扱うものと

し、業務終了後に速やかに返却するものとする。 

 

９ 機密の保持 

 受注者は本業務を通して知り得た秘密事項を第三者に漏らしてはならない。委託業務終了

後も同様とする。 

 

１０ 業務責任者 

 業務の円滑な進捗を図るため、受注者は、あらかじめ業務を実施する従業員及び責任者を

選任し、その氏名等を発注者に通知するものとし、当該従業員等を交替させる場合も同様と

する。 

 

１１ 監督員の指定 

 発注者は、監督員通知書により、本委託業務の履行を監督する職員（以下「監督員」とい

う。）を指定するものとする。 

 

１２ 完了検査及び支払い 

 本委託契約の完了検査は、国立市契約事務の補助執行等に関する規則第１０条及び国立市

検査事務規程第３９条に基づき、富士見台地域まちづくり担当課長の履行完了の確認をもっ

て、検査員の完了検査に代えるものとする。また、委託料金の支払いは、富士見台地域まち

づくり担当課長の履行完了の確認が完了後、受注者の請求書に基づき支払うものとする。 

 

１３ 提出書類 

 受注者は、委託業務の実施にあたり、監督員の指示により下記の書類を提出すること。 

（１）着手届（予定工程表添付） 

（２）業務責任者届（経歴書添付） 
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（３）再委託承諾申請書（協力会社の経歴書および各担当者の経歴書添付） 

（４）完了届（実績工程表添付） 

（５）そのほか監督員が必要と認めたもの 

 

１４ その他 

 この仕様書の解釈について生じた疑義又はこの仕様書に定めのない事項については、発注

者と受注者とが協議して定めるものとする。 

 


